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SMILE CITY MIYAKONOJO

本市が実施した新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業は、
次の９事業となっています。

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

ＮＯ 事業名 事業期間

1
低所得世帯等に対する物価高騰重点支援給付金給付事業【低所得者
世帯給付金】

Ｒ5

2
低所得世帯等に対する物価高騰重点支援給付金給付事務費（事務
費）

Ｒ5

7
新型コロナウイルス対策都城市プレミアム付スマイル商品券発行事業
（第４弾）

Ｒ5

8 暖房用等燃料費緊急支援事業 Ｒ5

9 飼料価格高騰対策事業 Ｒ5

10、11商工業者等省エネルギー設備導入支援事業 Ｒ5

17 原油価格・物価高騰対策肥料価格高騰対策事業 Ｒ4～Ｒ5

18、19
新型コロナウイルス対策都城市プレミアム付スマイル商品券発行事業
（第４弾）

Ｒ4～Ｒ5

20 妊娠出産子育て支援交付金 Ｒ4～Ｒ5
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SMILE CITY MIYAKONOJO

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
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SMILE CITY MIYAKONOJO 様式第７号 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業

Ｎｏ１ 低所得世帯等に対する物価高騰重点支援給付金給付事業【低所得者
世帯給付金】（令和５年度）

（１）事業の目的

○新型コロナウイルス感染症の影響等による物価高騰で影響を受けた低所得世帯等に対し
給付金を支給することで、生活の下支えを行う。

（２）取組内容

○令和５年度住民税非課税世帯及び家計急変世帯に対し、世帯当たり３０，０００円の給付金を
支給する。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
物価高騰に直面し特に影響を受ける低所得世帯の経済的負担軽減
非課税世帯分支給世帯 ２２，９４４世帯
家計急変世帯分支給世帯   ２６世帯

○決算額 ６８９，１００，０００円
○交付金充当額   ６８９，１００，０００円

○国）臨時交付金を活用した事業の実施状況及びその効果に
関する公表状況調べについて（依頼）
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SMILE CITY MIYAKONOJO 様式第７号 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業

Ｎｏ２ 低所得世帯等に対する物価高騰重点支援給付金給付事業（事務費）
（令和５年度）

（１）事業の目的

○新型コロナウイルス感染症の影響等による物価高騰で影響を受けた低所得世帯等に対し
給付金を支給することで、生活の下支えを行う。

（２）取組内容

○令和５年度住民税非課税世帯及び家計急変世帯に対し、世帯当たり３０，０００円の給付金を
支給するための事務費。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
令和５年１２月中旬に、対象世帯への３０，０００円の振込完了。
非課税世帯分支給世帯 ２２，９４４世帯
家計急変世帯分支給世帯 ２６世帯

○決算額 ２４，９７９，９５８円
○交付金充当額  ２４，９７９，９５８円

○国）臨時交付金を活用した事業の実施状況及びその効果に
関する公表状況調べについて（依頼）
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SMILE CITY MIYAKONOJO 様式第７号 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業

Ｎｏ.7 都城市プレミアム付スマイル商品券発行事業（第４弾）事業（令和５年度）

（１）事業の目的

○コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰により更なる影響を受けている地域経
済の回復と市民の家計支援を図るため、プレミアム付商品券を発行するもの。

（２）取組内容

○１万円で１３，０００円分の商品券を１６万セット発行（発行総額２０億８千万円） 。
○往復はがきでの返送及びオンライン（ぴったりサービス）での購入申込みを受付け。
○市内２７郵便局で令和５年９月１日～令和６年１月３１日まで販売。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
・申込みセット数    ２００，６２３セット
・購入済セット数（購入率）   １５４，３５６セット（９６．４７％）

   ・利用（換金）済枚数（利用率） ２，０００，７７０枚（９９．７％）
・経済効果      ２９億３百５０万円

                                                                    （国が公表している産業連関表をもとに分析）

○決算額  １０億６千５６０万５千６８８円
○交付金充当額      １億４千万円

○国）臨時交付金を活用した事業の実施状況及びその効果に
関する公表状況調べについて（依頼）
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SMILE CITY MIYAKONOJO 様式第７号 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業

Ｎｏ８ 暖房用等燃料費緊急支援事業（令和5年度）

（１）事業の目的

（２）取組内容

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果

○決算額

○交付金充当額

〇施設園芸等について、重油価格の高騰により生産費用が増加しているものの生産者は販売価格へ転
嫁できず所得が減少傾向にある。このまま重油の販売価格が高騰すれば離農者の増加も懸念される。
〇厳しい経営環境を緩和するため、施設園芸農家及びお茶農家が使用する重油燃料費を一部補助する。

〇補助単価=国のセーフティーネット構築事業の発動単価を超えた価格から国及び県の補助
金相当額を控除した額
〇補助金額=補助単価×作付品目毎の１０アール当たり重油標準使用量×作付面積
  ※上限あり

申請農家数：１４６戸
離農者割合の逓減・・・当事業を実施したことにより、実施前の離農率と比較して34％の減少となった。 
根拠：当事業を実施しなかった場合の認定農業者減少数(想定)・・・－37経営体(R3値)
        当事業を実施した場合の認定農業者減少数・・・－27経営体(R5値)

１７，９７２千円

１５，０００千円 6



SMILE CITY MIYAKONOJO 様式第７号 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業

Ｎｏ９ 飼料価格高騰対策事業（令和５年度）

（１）事業の目的

○

（２）取組内容

○

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果

○決算額

○交付金充当額

コロナ禍における物価高騰の影響により、配合飼料価格が長期的に高騰している中、長期
的な支援策として、配合飼料に係る農家負担額を支援し、畜産農家の営農継続を図るもの。

コロナ禍の影響を受ける前の配合飼料購入に係る農家負担額と、現在の農家負
担額の差額の一部を支援（６，０００円／トン・３，０００，０００円／１戸上限）し、畜
産農家の経営における飼料価格高騰の影響を緩和する。
畜種ごとの配合飼料数量については、宮崎県農業経営管理指針を基に算出した。

○国）臨時交付金を活用した事業の実施状況及びその効果に
関する公表状況調べについて（依頼）

畜産農家の経営安定を図ることにより、畜産農家の離農を抑制し、また、飼養頭
羽数の維持を図ることができた。

５６５，３１６千円

３３７，２３８千円
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SMILE CITY MIYAKONOJO 様式第７号 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業

Ｎｏ.10.11 商工業者等省エネルギー設備導入支援事業（令和５年度）

（１）事業の目的

○コロナ禍におけるエネルギー価格高騰の影響を受ける商工業者等に対して、省エネルギー
          設備の導入を支援することで、コスト削減・事業継続を図るもの

（２）取組内容

○商工業者等の省エネ設備導入費の２分の１を支援する（上限1,000千円）。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

   ○    事業効果
            （成果目標）補助金活用事業者数120件以上

            （実 績）活用事業数：１４３件

  
  ○決算額                     ７９，５２２千円

  ○交付金充当額        ７４，０７８千円

○国）臨時交付金を活用した事業の実施状況及びその効果に
関する公表状況調べについて（依頼）
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SMILE CITY MIYAKONOJO 様式第７号 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業

秋肥分（令和４年６月から10月に購入） 申請：125件、
春肥分（令和４年10月から令和５年５月に購入） 申請 ：620件
離農者割合の逓減・・・当事業を実施したことにより、実施前の離農率と比較して34％の減少となっ
た。  根拠：当事業を実施しなかった場合の認定農業者減少数(想定)・・・－37経営体(R3値)

       当事業を実施した場合の認定農業者減少数・・・－27経営体(R5値)

Ｎｏ.１7 原油価格・物価高騰対策
肥料価格高騰対策事業（令和５年度）

〇深刻化するウクライナ情勢の影響に伴う肥料の高騰により、経営が悪化した農業者を支
援するため、肥料価格高騰分に対し支援する。

〇地域に適した肥料コスト低減体系の確立に向け、慣行の施肥体系から肥料コスト低減体
系への転換を進める。

〇肥料価格が高騰する中、化学肥料の使用量の２割低減に向けて取り組む農業者の肥料
費上昇分の一部を支援することを通じて、肥料価格高騰による農業経営への影響を緩和
する。 （コスト上昇分の7.5％、（国70%、県15%））

（１）事業の目的

（２）取組内容

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

  ○事業効果

○決算額

○交付金充当額

７,５９５千円   

７,０００千円 9



SMILE CITY MIYAKONOJO 様式第７号 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業

Ｎｏ18.19 新型コロナウイルス対策都城市プレミアム付スマイル商品券発行事
業（第４弾）事業（令和５年度）

（１）事業の目的

○新型コロナウイルス感染症が長期化する中、世界情勢に伴う原油価格や物価の高騰等の影響    
を受けている地域経済活動の回復を図るとともに、市民の家計と地元商店や飲食店等を応援す 
るため

（２）取組内容

○１万円で１３，０００円分の商品券を１６万セット発行（発行総額２０億８千万円） 。
○往復はがきでの返送及びオンライン（ぴったりサービス）での購入申込みを受付け。
○市内２７郵便局で令和５年９月１日～令和６年１月３１日まで販売。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
・申込みセット数  ２００，６２３セット
・購入済セット数（購入率） １５４，３５６セット（９６．４７％）

 ・利用（換金）済枚数（利用率） ２，０００，７７０枚（９９．７％）
・経済効果   ２９億３百５０万円

                                                                    （国が公表している産業連関表をもとに分析）
○決算額                       １０億４千８２６万６千３８１円
○交付金充当額     １億２千３百万円

○国）臨時交付金を活用した事業の実施状況及びその効果に
関する公表状況調べについて（依頼）
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SMILE CITY MIYAKONOJO 様式第７号 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業

Ｎｏ20 妊娠出産子育て支援交付金事業（令和５年度繰越分）

（１）事業の目的

○新型コロナウイルス感染症が長期化する中、世界情勢に伴う原油価格や物価の高騰等の
影響を受けている妊婦・子育て家庭に対して、伴走型相談支援と経済的支援を一体的に
行うもの

（２）取組内容

○妊婦・子育て家庭に対して、出産・子育て応援給付金を給付するとともに、伴走型相談支
援を行うもの

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
出産・子育て応援給付金の給付者数  1,944人
妊婦・子育て家庭への経済的支援、地域消費活動への影響

○決算額
イ 出産・子育て応援給付金   97,200,000円
ロ その他事務費 （役務費） 287,000円

○交付金充当額
10,000千円

○国）臨時交付金を活用した事業の実施状況及びその効果に
関する公表状況調べについて（依頼）
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SMILE CITY MIYAKONOJO

本市が実施した物価高騰対応地方創生臨時交付金事業は、次の３事業となっています。

物価高騰対応重点地方創生臨時交付金

ＮＯ 事業名 事業期間

1
低所得者等に対する物価高騰対応重点支援給付金給付事業(７万円給
付事業)

Ｒ5

1-1 低所得者等に対する物価高騰対応重点支援給付金給付事務費 Ｒ5

11 学校給食センター食材等調達事業 Ｒ5
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SMILE CITY MIYAKONOJO

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

13



SMILE CITY MIYAKONOJO 様式第７号 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

Ｎｏ１ 低所得世帯等に対する物価高騰対応重点支援給付金給付事業【物価
高騰対策給付金】（令和５年度）

（１）事業の目的

○物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

（２）取組内容

○令和５年度住民税非課税世帯に対し、世帯当たり７０，０００円の給付金を支給する。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
物価高騰が続く中で影響を受ける低所得世帯の経済的負担軽減
支給世帯 ２３，９３７世帯

○決算額 １，６７５，５９０，０００円
○交付金充当額   １，６７５，５９０，０００円

○国）臨時交付金を活用した事業の実施状況及びその効果に
関する公表状況調べについて（依頼）
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SMILE CITY MIYAKONOJO 様式第７号 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

Ｎｏ1-1 低所得世帯等に対する物価高騰重点支援給付金給付事業（事務費）
（令和５年度）

（１）事業の目的

○物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

（２）取組内容

○令和５年度住民税非課税世帯に対し、世帯当たり７０，０００円の給付金を支給するための事務費。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
給付対象世帯へ令和５年１２月支給開始
支給世帯数 ２３，９３７世帯

○決算額 １８，６４３，９５４円
○交付金充当額  １８，６４３，９５４円

○国）臨時交付金を活用した事業の実施状況及びその効果に
関する公表状況調べについて（依頼）
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SMILE CITY MIYAKONOJO 様式第７号 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

Ｎｏ11 原油価格・物価高騰対策給食費負担軽減事業（令和５年度）

（１）事業の目的

○

（２）取組内容

○

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果

○決算額
○交付金充当額

コロナ禍を契機とした物価高騰の継続に伴い、学校給食の食材費も高騰
する中、保護者に負担を転嫁せず、小中学生に栄養バランスや量を保った
学校給食を安定的に提供する。

○国）臨時交付金を活用した事業の実施状況及びその効果に
関する公表状況調べについて（依頼）

物価高騰に伴う学校給食食材費増額分の賄材料費について、保護者に
負担を転嫁せず市が負担する。

給食費を値上げすることなく年間通して栄養バランスや量を保ちながら
学校給食を提供することができた。

７３８，５９２千円
２７，０００千円
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